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インターネット・アンケートを利用した医学研究

本邦における現状
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アンケート調査の方法として，従来から郵送調査法・面接調査法などが汎用されている。イン

ターネット調査法の医学研究への適用は，その有用性や妥当性についていまだ評価が確立してい

ない。今回，2005年 4 月現在までに報告された，インターネット・アンケートを利用した邦文医

学研究論文36編をレビューした。インターネット調査法を用いた原著論文の絶対数は，近年若干

の増加傾向を認めるものの依然として少ない。アレルギー疾患（アレルギー性鼻炎，アトピー性

皮膚炎，蕁麻疹など）など，青壮年層の患者数が多い疾患を対象とした研究が比較的多い。従来

法と比較して，インターネット調査法の利点として，１調査者・回答者双方の利便性が高い，２

データ回収が迅速である，点が挙げられる。欠点として，１利用者の年齢層が偏っている，２モ

ニター登録という有意抽出法が採用されるため，無作為抽出法と比較して標本誤差が発生しう

る，点が挙げられる。しかしながら，近年のインターネットの爆発的な普及拡大によって，利用

者の年齢層の偏りは解消されていくことが期待される。高齢者層にもアンケート対象が拡大すれ

ば，より多くの疾病について研究が可能となる。インターネット調査法の利点を考慮すれば，今

後は社会医学・臨床医学研究における有力なツールのひとつになりうると考えられる。
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Ⅰ 緒 言

社会調査の有力な手段としてのアンケート調査

は，すでに各研究分野に浸透しており，社会医

学・臨床医学の各領域においても幅広く活用され

ている。

インターネット・アンケートは，近年企業を中

心としたマーケティング・リサーチ（市場調査）

の有力なツールとして汎用されている。ここでイ

ンターネット・アンケートとは，ウェブ・サイト

でアンケートのテーマを公開して E-メール等で

協力を募り，回答者が当該ウェブ・サイトに主体

的にアクセスして，アンケート・フォームに回答

を直接入力・送信するという方式である。本稿で

は，こうした方法論を「インターネット調査法」

と称し，従来の代表的なアンケート方式である

「郵送調査法」，「面接調査法」，「留置調査法」，

「集合調査法」，「電話調査法」などと対峙する概

念として捉えることとする。

インターネット調査法の学術研究分野への適用

は，その有用性および妥当性について，いまだ評

価が確立しているとはいえない。

今回我々は，これまで報告されたインターネッ

ト調査法を利用した邦文医学研究論文をレビュー

し，従来法との比較の観点からインターネット調

査法の有用性および学術研究への応用に当たって

の問題点を検証した。また，本邦における近年の

インターネット普及の拡大状況を踏まえて，今後

の社会医学・臨床医学分野へのインターネット調

査法の適用拡大と発展可能性について考察した。

Ⅱ インターネット調査法を利用した邦文

医学論文

1. 検索結果

1) アンケートを利用した邦文原著論文の検索

数

従来法のすべてを含むアンケート調査による医

学研究の本邦における実施状況の概略を把握する
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図１ 「アンケート」利用邦文論文数の推計値・年次推

移

図２ インターネット調査法を利用した邦文原著論文

数の年次推移，および，インターネット調査論

文数と「アンケート」利用論文数の推計値との

比率

注 1）棒グラフ：インターネット調査法を利用した邦文

原著論文数

折れ線グラフ：インターネット調査論文数と「ア

ンケート」利用論文数の推計値との比率

注 2）上記の他，2005年 1～4 月において，インターネ

ット調査法を利用した邦文原著論文は 2 編検索

された。
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ために，医学中央雑誌文献検索システムを利用し，

1999年 1 月～2004年12月において発行された，ア

ンケートを利用した邦文原著論文数を推計した。

統制語として「アンケート」を検索し，「原著」

に絞込検索を行った。この結果をもって「アン

ケート」利用邦文論文数の推計値とした。

なお，「アンケート」という用語を論文中に使

用しないアンケート利用論文もありうる。そのた

め推計値は，全てのアンケート利用論文数の真値

よりも少ないと考えられる。しかし，研究の実施

状況の概略や年次推移を知る上で，一定程度有用

なデータとなりうる。

各年ごとの推計結果を図 1 に示す。1999年にお

いては671編，2000年には1,009編，2001年には

1,660編，2002年には2,481編，2003年には2,983編，

2004年には2,690編が検索された。

2) インターネット調査法を利用した邦文原著

論文の検索数

医学中央雑誌文献検索により，1983年 1 月から

2005年 4 月現在までに，インターネット調査法を

利用した医学研究として報告された原著論文を検

索した。統制語・検索語として，「インターネッ

ト」，「ウェブ」，および「アンケート」，「質問票」，

「調査票」，「サーベイランス」，「データ収集」を

入力し，さらに ｢原著｣ に絞込検索を行った結

果，240編が検索された。さらにタイトルおよび

抄録を手がかりに，インターネット調査法を利用

した医学研究と考えられる原著を39編抽出し，フ

ルテキストを入手してレビューを行った。最終的

に，インターネット調査法を利用した医学研究の

邦文原著として36編1～36)を分析対象とした。調査

対象や結果が先行論文3)と重複している論文37)

は，分析対象から除外した。また，90年代中頃の

文献38,39)において，単に E-メールを利用したア

ンケートが「インターネット利用」と称されたが，

現在の感覚ではインターネット調査法とは言いが

たいため，これらを分析対象から除外した。

図 2 は1999年 1 月～2004年12月におけるイン

ターネット調査法を利用した邦文原著論文数の年

次推移，および，インターネット調査論文数と

「アンケート」利用論文数の推計値との比率を示

す。インターネット調査法による邦文原著論文数

は，1999年における 2 編の報告を最初に，その後

2002年を除いては基本的に増加傾向にあり，2004

年には12件の原著論文が検索されたが，その絶対

数は依然としてきわめて僅少である。この他，

2005年は 1～4 月の期間において 2 編検索され

た。また，インターネット調査論文数と「アン

ケート」利用論文数の推計値との比率は，いずれ

の年も0.5％に満たなかった。

3) 邦文原著論文36編のテーマ別内訳

表 1 に，インターネット調査法を利用した邦文

原著論文36編のテーマ別内訳を示す。患者を対象

とした疾病・症状に関するアンケートは14編1～14)

であった。そのうち対象疾病として，「アレルギー

性鼻炎・花粉症」が 5 編1～5)，「アトピー性皮膚

炎・湿疹・蕁麻疹」が 4 編6～9)であった。一般者

を対象とした疾病・症状に関するアンケートは 7
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表１ インターネット調査法を利用した邦文原著

36編のテーマ別内訳

患者を対象とした疾病・症状に関するアンケート：

14編
アレルギー性鼻炎・花粉症 5
アトピー性皮膚炎・湿疹・蕁麻疹 4
片頭痛 2
脳梗塞後遺症 1
癌性疼痛 1

「冷え」 1

一般者を対象とした疾病・症状に関するアンケート：

7 編

歯科 3
精神疾患 1

「眼のかゆみ」 1
「膝痛」 1
「めまい」 1

一般者を対象とした疾病・症状以外に関するアンケー

ト：8 編

生活習慣 2
高齢者の日常生活 1
歯科口腔外科の認知度 1
健康と喫煙 1
医療情報公開に関する意識 2
研究目的調査に関する意識 1

医療従事者等を対象とした治療法などに関するアン

ケート：7 編

「胸やけ」患者の治療 1
高齢者高血圧治療 1
アナフィラキシーショックの救急処置 1
薬剤師の服薬指導 1
小児脳死臓器移植のあり方 1
大腸癌補助化学療法 1
リウマチ膝の手術時期 1
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編15～21)であった。「歯科疾患」が 3 編15～17)認め

られたが，同一の研究グループ（森田・外山・中

垣）による報告であった。また，一般者を対象と

した疾病・症状以外に関するアンケートが 8

編22～29)認められ，そのうち 5 編25～29)は同一の筆

頭著者（湯浅）による報告，「生活習慣」をテー

マにした 2 編22,23)は同一の研究グループ（岡田・

櫻木ら）による報告であった。その他，医療従事

者等を対象とした治療法などに関するアンケート

が 7 編30～36)となっている。

疾病・症状のうちアレルギー疾患に関する論文

が比較的多数検索された。しかしこのことから直

ちに，アレルギー疾患研究にはインターネット調

査法が比較的有用である，と結論づけることは困

難である。なぜならば，インターネット調査法に

興味を持つ研究者らが偶然にアレルギー疾患領域

に偏っていた可能性も否定できないからである。

2. 患者対象および一般者対象

患者を対象としたアンケート研究には，民間調

査機関を介してあらかじめ患者モニター登録され

た患者集団を調査対象としているケースが多い。

モニター登録を自主的に行う患者の特性として，

日常的にインターネットにアクセスしたり E-

メールを送受信したりすることに抵抗を感じない

層であることのみならず，疾病管理についての関

心が比較的高いことなどが想定されよう。

患者ではない一般者を対象にした調査は，医療

機関に未受診の潜在患者における治療ニーズを明

らかにすることが可能であると考えられる。一般

のインターネット利用者をモニター登録している

民間調査会社は多く，主として企業のマーケティ

ング・リサーチの分野で幅広く利用されている。

このような民間調査会社を利用して，一般者を対

象に大規模なアンケート調査を実施した医学研究

の例として，大野ら19)による「眼のかゆみ」に関

する実態調査が挙げられる。登録会員30,018人を

対象に有訴者をスクリーニングする予備調査を実

施し，有訴者20,909人（69.7％）の中から2,250人

を無作為抽出して，受療行動を調べる本調査を実

施した。その中で，一般大衆に対する直接調査で

は質問項目を簡略化し選択式とし，回答者ができ

るだけ答えやすいように配慮されたことが言及さ

れている。

3. 回答者の年齢層

1) 患者を対象とした研究

馬場2)は，801人のアレルギー性鼻炎患者に対

して治療に関するニーズや満足度の調査を行い，

治療薬について「効果が早い」ことを要望する意

見が多いことを示している。この調査では，20歳

代から40歳代が87.5％を占めていた。

アレルギー性鼻炎の有病率は小児で約30％，成

人では10～20％と推計されている40)。青壮年層に

比較的多く，「国民病」と言ってもよいほど高頻

度に認められる疾患である。しかし平成13年国民
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生活基礎調査では，アレルギー性鼻炎による通院

者数が80.6万人にとどまっている41)。

大久保ら5)は，アレルギー性鼻炎の成人患者本

人9,051人および小児患者の保護者2,212人を対象

に，第一次調査で症状の程度と使用薬の種類を，

第二次調査で成人1,678人・小児297人に対象を絞

って患者の QOL (quality of life）や重症度を明ら

かにし，医療機関を受診する患者の80％以上がす

でに重症であり，QOL が著しく損なわれている

実態を明らかにしている。第一次調査における患

者本人9,051人のうち，25～44歳が全体の約 6 割

を占めた。大久保ら5)は，インターネット利用者

が青壮年層に多いことを認めた上で，高齢者が対

象となる疾患の場合インターネット調査法の利用

は不向きであるが，アレルギー性鼻炎のように青

壮年が主たる対象となる場合，その利用価値は大

きい，としている。

秀6)は，523人の蕁麻疹患者の治療に関する

ニーズや満足度の調査を行い，薬物治療について

やはり「効果が早い」ことに対する希望が強いこ

とを明らかにしている。当調査の回答者は20歳代

が22.8％，30歳代が40.2％，40歳代が23.7％と比

較的青壮年層に集中している。松葉ら7)は，かゆ

みを伴う皮膚疾患としてアトピー性皮膚炎200

人，湿疹124人，蕁麻疹63人の患者について，か

ゆみをプロフィール化し，QOL や治療薬に対す

る満足度などを調査し，抗ヒスタミン薬への満足

度が約60％としている。各疾患における回答者の

平均年齢は，アトピー性皮膚炎が33.5歳，湿疹が

38.1歳，蕁麻疹が37.1歳となっている。古江8)

は，アトピー性皮膚炎患者570人のうち医師の診

断を受けた470人について，症状の詳細と対処方

法，治療の有無と満足度を調べ，治療に対する満

足度は31.3％にとどまるとしている。回答者は25

～39歳が333人（70.9％）を占めた。また古江9)は，

蕁麻疹患者559人のうち医師の診断を受けた407人

について，同様に治療に対する満足度は26.7％に

とどまることを指摘している。回答者の平均年齢

は34.4歳とやはり若かった。

平成13年国民生活基礎調査では，アトピー性皮

膚炎および蕁麻疹による通院者数は98.3万人およ

び26.8万人である41)。蕁麻疹は，一般人口の15％

が生涯で一度は経験するといわれる42)。

アレルギー疾患患者を対象とした 9 編の論文の

うち，特定の年齢層のみを調査対象に限定してい

る 1 編1)，層別の年齢構成が明記されていない 4

編3,4,7,9)を除いた 4 編2,5,6,8)における回答者の年齢

分布を図3–1に示す。いずれも回答者は30歳代に

ピークがあり，20～40歳代に多いことが分かる。

アレルギー疾患患者の年齢層と，インターネッ

ト利用者のそれは，青壮年に多いという点で共通

している。その意味では，他の多くの疾患と比較

してアレルギー疾患はインターネット調査法に親

和性があると言える。

インターネット調査法に興味を持っている研究

者であっても，自己の研究領域が高齢者中心の疾

患である場合，インターネット調査法の適用は妥

当でないと判断される可能性も否定できない。実

際に，高齢者を対象としてインターネット調査法

を実現している報告はわずかである。小夫12)は，

脳梗塞後遺症の患者本人230人と家族173人につい

て，症状および治療薬に対するニーズについてア

ンケートを実施し，先発医薬品から後発品への変

更に対する抵抗感が64.2％に達するとしている。

この研究では脳梗塞という疾患の特異性もあっ

て，回答者は70歳代以上が48.4％，60歳代が

32.3％，50歳代が11.2％，40歳代以下が8.2％とな

っている。

2) 一般者を対象とした研究

森田ら17)によれば，歯の健康度に関する一般者

を対象としたアンケートについて，集合調査法に

よる回答者777人の平均年齢が男性53.0歳・女性

49.4歳であったのに対し，同じアンケートをイン

ターネット調査法で実施し回収した1,037人の平

均年齢は男性34.0歳・女性29.9歳であった。

湯浅28)は，2000年に一般者を対象としてイン

ターネットに対応した携帯電話を利用したアン

ケート調査（医療情報公開についての意識調査）

を実施した。回答者は20歳代が約55％であり，30

歳代以下の比率が95％を超えた。

患者ではない一般者を対象とした15編のうち，

調査対象年齢が限定されておらず，回答者の層別

の年齢構成が明示されている論文の中から回答者

数が比較的多い 6 編16,17,19,22,28,29)を抽出し，回答

者の年齢分布を図3–2に示した。図3–1と比較し

て，回答者の年齢層はさらに若く，20～30歳代が

中心である。
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図３ 回答者の年齢分布

図3–1 回答者（患者）の年齢分布

図3–2 回答者（一般者）の年齢分布

注）図中，湯浅28)は携帯電話によるインターネット・

ウェブサイトを利用した調査である。その他はす

べて，パーソナル・コンピューターによるイン

ターネット・ウェブサイトを利用した調査である。
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4. データ回収の迅速性

馬場2)は，801人の花粉症患者の回答サンプル

を 4 日間で回収している。大久保ら5)は，アレル

ギー性鼻炎の患者・保護者合計11,263人の回答サ

ンプルを，アンケート開始から15日間で回収して

いる。松葉ら7)によるかゆみを伴う皮膚疾患患者

計387人の回答サンプルは11日間，古江8)による

アトピー性皮膚炎患者570人の回答サンプルは 7

日間，古江9)による蕁麻疹患者559人の回答サン

プルは 7 日間で回収されている。このように，イ

ンターネット調査法によるデータ回収の迅速性は

明らかである。

なお，インターネット調査法においては，回収

率を算出できないことが多い。たとえば郵送調査

法では，調査者が郵送した件数を分母に，被調査

者から返送された件数を分子にして，回収率を計

算する。しかし，一般者を対象としたインターネ

ット調査法の場合，モニター登録者にアンケート

協力を依頼する E-メールを送信し，一定の期間

または一定の目標サンプル数を定めて，それらを

過ぎた場合にアンケートを直ちに打ち切るという

方法がとられることが多い。短期間で多数のサン

プルが獲得できるインターネット調査法において

は，回収率を計算すること自体の意義が希薄化し

ている。

5. アンケートの謝礼

民間調査会社が企業のマーケティング・リサー

チを目的として行うインターネット調査は，ほぼ

例外なく謝礼（景品や現金と交換可能なポイント）

を伴っている。参加者全員に謝礼を贈ることもあ

れば，抽選によることもある。1990年代の海外文

献において，研究目的のインターネット調査を無

償のボランティアに頼っていたケースでは，回答

者数の確保が容易でなかった。Alexander ら43)

は，前立腺炎に関するインターネット調査で163

人のサンプルを回収するのに 2 か月を要した。

Buchanan ら44)は，個性に関する心理的テストを

ウェブ上で実施したが，963人のサンプルを集め

るのに 3 か月以上かかった。迅速性をひとつの武

器とするインターネット調査法も，一般者を対象

にする場合は，謝礼を伴わなければその威力は発

揮されないといえる。

研究目的の調査であっても，調査への参加・不

参加の自由が保障される限り，参加者への少額の

金品の提供は倫理的にさほど問題は無いと考えら

れる。それはインターネット調査法でも従来法で

も同様である29)。実際に，疫学研究や薬剤の治験

（phasel）において被験者に少額の謝礼を授与す

ることは問題にならない。

Ⅲ インターネット調査法の利点・欠点と

将来展望

1. 従来法について

「郵送調査法」，「面接調査法」，「留置調査法」，

「集合調査法」，「電話調査法」などの従来法につ

いては，古くから一定の評価が確立してい

る45,46)。従来法とインターネット調査法の比較を

表 2 に示す。

1) 郵送調査法

被調査者に調査票を郵送し，被調査者に自記し

てもらい，期日までに返送してもらう方法。調査

員は比較的少なく，研究費用も比較的少なくて済
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表２ 従来法とインターネット調査法の比較

従 来 法
インターネット

調査法
郵送調査法 面接調査法 留置調査法 集合調査法 電話調査法

被調査者へのアクセス 郵送
調査員の訪
問

調査員の訪
問

調査場所への被
調査者の集合

電話 インターネット

被調査者の生活スケジ
ュールへの配慮

不要 必要 必要 ある程度必要 必要 不要

回答記入者 被調査者 調査員 被調査者 被調査者 調査員 被調査者

被調査者の本人確認 不可能 可能 可能 可能 可能 ある程度可能

複雑な質問の可否 やや困難 可能 やや困難 やや困難 不可能 やや困難

無回答・無効回答 多い 少ない 少ない 多い 少ない 全く無い

回収率 低い 高い 高い 高い 高い 計算不能

手書きデータのコンピ
ューターへの再入力

必要 必要 必要 必要 必要 不要

調査に要する期間 長い 長い 長い やや短い 短い 極めて短い

調査費用 少ない 多い 多い 少ない 少ない 少ない

注) 本表は，従来法については文献45, 46)を，インターネット調査法については文献 1～36)を参考にして，筆

者が独自に作成した。
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むため，一般者を対象としたアンケート調査で最

も汎用される便法である。しかし，調査票が被調

査者のもとに配達されても，すぐに返信してもら

えるとは限らず，ある程度の期間は待つ必要があ

る。回収率が上がらない場合，調査票を再送する

こともある。郵送先の住所以外に被調査者が居住

しているケース（遠隔地の学生や単身赴任者など）

では，回収は困難となる。他の調査法と比較して回

収率は低く，標本誤差（sampling error）を生じ

やすい。回収率が低いことは取りも直さず投じた

経費が無駄になることを意味する。さらに郵送調

査法では，回答の記入漏れや間違いが多いため，

欠損値の多いデータ・セットになりがちである。

2) 面接調査法

調査員が被調査者を直接訪問して面接し，調査

票に従って口頭で質問を行い，回答を調査員が記

入する方法が一般的である。被調査者の本人確認

ができる点で最も確実性が高い。被調査者の生活

スケジュールへの配慮が必要であり，特に深夜・

早朝の時間帯における被調査者へのアクセスは社

会通念上許容されない。調査員は被調査者の不在

にしばしば悩まされる。不在・転居や回答拒否な

どによって回収率は下がるが，概して郵送調査法

よりもはるかに回収率は高い。また，質問の内容

を正確に伝えやすく，無効回答や回答漏れが生じ

にくい。しかし，調査員を多く雇う必要がある場

合に研究費用が高くなる。また，調査開始から終

了までに相当な期間を要する。

3) 留置調査法

調査員が被調査者を訪問して調査票を配布し，

一定期間内に自記してもらい，調査員が再度訪問

して調査票を回収する，などの方法。国勢調査な

どで行われる手段であり，やはり調査員を多く雇

う必要があるために費用がかかり，調査終了まで

に相当な期間を要する。

4) 集合調査法

一定の場所に被調査者を集合させ，調査票に自

記してもらう方法。学校の児童・生徒，企業の従

業員などを対象とした調査ではこの方法が採用さ

れやすい。医療機関の外来患者や，入院中の患者

を対象としたアンケート調査も，一種の集合調査

法と考えてよい。

5) 電話調査法

郵送調査法よりもさらに簡便かつ費用がかから

ず，結果も迅速に得られる。しかし被調査者は，

電話を所有し電話番号を公表または登録している

者に限られる。調査者が平日の昼間に固定電話に

電話した場合，被調査者は家庭の主婦に偏りやす
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い，などの標本誤差が生じうる。会話による調査

のため質問内容は単純であり，回答形式も YES/

NO など簡便であることが求められる。調査時間

は長くとれないため，質問数もしぼる必要があ

る。特定のテーマについての大規模世論調査など

には利用価値が高い。医学研究における利用頻度

はあまり高くないが，有病率を推定するための調

査や，外来受診が必要でなくなった患者に対する

予後調査などに利用されている47～50)。

2. インターネット調査法の利点・欠点

1999年の櫻木ら23)による一般者を対象とした生

活習慣評価は，ウェブ・サイトを利用したアン

ケートによる医学研究の本邦における嚆矢であ

る。その中ですでにインターネット調査法の利点

や欠点について言及されている。すなわち，調査

者の利点として低コスト，短期間でのデータ収

集，データ処理の容易さが挙げられ，欠点として

セキュリティーの問題，対象者のバイアスが挙げ

られた。現在，セキュリティーの問題は暗号通信

技術の発達などによって大幅に改善されている

が，対象者のバイアスは解決困難な問題として今

も残っている。

同一のアンケートを従来法とインターネット調

査法で実施し，両者を比較した研究は 2 編検索さ

れた。森田ら17)は，歯の健康度に関するアンケー

トを集合調査法およびインターネット調査法で実

施し，両者を比較した研究において，健康度を表

す得点が両法で同様な分布を示したことを報告し

ている。湯浅27)は，一般者を対象とした医療情報

公開に関する意識調査を，携帯電話によるイン

ターネット調査法および郵送調査法で行い，両者

で同様の結果が得られたと報告している。

1) インターネット調査法の利点

調査者・回答者双方にとって，非常に利便性が

高いことがまず挙げられる。

面接調査法・電話調査法などにおける被調査者

の生活スケジュールへの配慮について，インター

ネット調査法は郵送調査法と同様に無縁である。

被調査者を事前登録し ID とパスワードを発行

することによって，対面によらずとも被調査者の

本人確認がある程度可能となり，重複回答を避け

ることもできる。

従来法のいずれにおいても，紙の調査票を用い

た場合，回収された回答データを統計解析のため

に逐一コンピュータに入力しなおさなければなら

ず，作業の煩雑さの他に入力ミスの危険も伴う。

インターネット調査法は回答者がサイト上で入力

したデータを直接利用できるため，調査者による

データ処理の労力が大幅に削減される。

またインターネット調査法では，回答者のデー

タ入力漏れや回答方式の指示に従わないケースに

警告メッセージを発し，入力が未完の場合には送

信を不可能にすることによって，欠損値や無効回

答の無い完全なデータ・セットを実現できる。

郵送調査法においては，封書の作成作業（アン

ケート用紙・返信用封筒の封入，宛名書き，切手

貼付など），投函，返書の開封・整理などの事務

的作業を伴うが，インターネット調査法ではほと

んど不要である。面接調査法のように多くの調査

員を導入する必要が無いため，コストも比較的低

い。インターネット調査法を採用する研究者は，

従来法によるアンケートでは避けられなかった雑

多な事務的作業から開放され，データ解析により

多くの時間を割くことができる。

またインターネット調査法は，アンケート開始

から回収までの時間が従来法とは比較にならない

ほど迅速である。回答者への謝礼は，迅速性を担

保する。また謝礼は，調査のテーマに関心が無い

者にも調査参加を促すことができるという利点も

ある。たとえば生活習慣に関するアンケートを行

う場合，健康に関心があって生活習慣にも気を遣

っている者の方が調査参加に積極的であるため，

大きな標本誤差が発生する。謝礼目当ての回答者

が，この問題を緩和してくれる可能性がある。

2) インターネット調査法の欠点

従来法にも言えることだが，とくにインターネ

ット法では標本誤差に注意が必要である。

一般人口と比較したインターネット利用者の特

性として，現在のところ若年・青壮年層に偏って

いる点が顕著である。

また，インターネット利用者の中でも，調査会

社のモニターに応募・登録してアンケートに回答

するような積極的ユーザーは限定されている。自

発的な応募者のみを抽出するという方法は有意抽

出法のひとつであり，無作為抽出（random sam-

pling）された標本と比較してすでに大きな標本

誤差を生じてしまっている45)。

また，一般のモニター登録者は多くが謝礼目当
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図４ 本邦におけるインターネット普及状況

図4–1 本邦におけるインターネット利用者数と人口普

及率

出典：平成15年通信利用動向調査，総務省

図4–2 2001年・2002年・2003年における年代別イン

ターネット普及率

出典：平成14年・平成15年通信利用動向調査，総務省
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てである。中には回答に当たっての姿勢に真摯さ

を欠き，設問をよく読まずに適当に回答している

ことが否定できないケースもある。そのような非

標本誤差（non sampling error）の発生を念頭に

置く必要がある。

インターネット調査法における回答の信頼性に

ついて，それを支持する報告もある。森田ら17)

は，インターネット利用者による回答と，乱数に

よる疑似回答を比較し，両者に有意差が認められ

たことから，少なくともインターネット利用者が

全くでたらめな回答をしているわけではないこと

を明らかにしている。また，森田ら15)は，同じ歯

科質問調査を 5 か月間おいて実施した結果，再現

性が認められることを報告している。

3. インターネット調査法の将来展望

本邦におけるインターネットの普及状況は，総

務省による通信利用動向調査結果に詳述されてい

る51)。

図4–1は，本邦におけるインターネット利用者

数と人口普及率の，1997～2003年における年次推

移である。利用者数・人口普及率ともに増加を続

け，1997年末の1155万人（9.2％）から，2003年

末には7730万人（60.6％）に急増している。

1996年における20–30代および60歳以上世帯主

の普及率はそれぞれ6.1–7.3％, 1.1％であった。

図4–2は2001年・2002年・2003年における年代別

インターネット普及率を示す。2003年においては

13歳以上39歳までの各年代の普及率が90％を超え

ている。60～64歳の普及率は39.0％，65歳以上の

普及率も15.0％に大幅に拡大している。

インターネット利用者の若年層への偏りという

問題は，インターネットの爆発的な普及によっ

て，過去よりも現在，現在よりも将来において，

希薄化していくであろう。すなわち，一般人口と

インターネット利用者の年齢差は漸次縮小するで

あろう。現在の青壮年層が老年期にいたる20–30

年後に，上記の問題は氷解することが期待される。

Ⅳ 海外における概況

海外におけるインターネット調査法を利用した

医学研究の原著論文は1996年以降増加傾向にあ

る。インターネット調査法の利点および欠点に関

する議論は，すでに90年後半から活発に展開され

ている。Bell ら52)はウェブを利用した健康評価の

アンケートを実施し，インターネット調査におけ

る年齢層の偏りについて言及している。

Lakeman53)は，看護研究に用いるデータ収集にお

いて，インターネット調査法は少ない調査費用で

迅速に多人数の一斉調査を可能にすることを報告

している。

インターネット調査法の医学研究への適用の妥

当性について，2 編のレビューが報告されている。

Eysenbach ら54)は55編の文献をレビューし，アン

ケート協力者がインターネット利用者かつ自発的

な調査参加者であることから，標本誤差が生じる

ことについて詳細に検証している。Rhodes ら55)

は87編の文献をレビューし，インターネット調査

法を用いてデータを収集する上での利点・倫理的

側面・今後の可能性について検証し，従来は回答

を得ることができなかった潜在的対象者から低コ

ストかつ迅速に大量の回答が得られることが最大

の利点であり，倫理的な問題は他の方法論とほぼ

同等であることから，インターネット調査法は今

後主流になりうると結論付けている。
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Ⅴ 結 語

これまで報告されたインターネット調査法を利

用した邦文医学研究論文36編をレビューした。イ

ンターネット調査法を用いた原著論文の絶対数は

近年若干の増加傾向を認めるものの依然として少

ない。アレルギー疾患など青壮年層の患者数が多

い疾患での適用が比較的多い。従来法と比較し

て，インターネット調査法は調査者・回答者双方

の利便性が高く，データ回収の迅速性は圧倒的で

ある。欠点として，利用者の年齢層が偏っている

こと，多くはモニター登録という有意抽出法が採

用されるため，無作為抽出法と比較して解決困難

な標本誤差の問題が発生しうることが挙げられ

る。しかしながら，利用者の年齢層の偏りはイン

ターネットの爆発的な普及拡大によって今後解消

されていくことが期待される。現状でのインター

ネット調査法を利用した医学研究の対象疾患は限

定されているが，高齢者層のアンケート参加者が

増大すれば適用可能な疾患も増加し，より多くの

分野における研究が可能となる。インターネット

調査法の利点を考慮すれば，社会医学・臨床医学

研究においても有力なツールのひとつになりうる

と考えられる。

（
受付 2005. 4.18
採用 2005.10.28)
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MEDICAL RESEARCH USING INTERNET QUESTIONNAIRE
IN JAPAN
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As the method for questionnaire studies, mail survey and interview survey are frequently used. The utili-
ty and validity of applying the Internet method to medical studies have yet to be fully evaluated. For the
present investigation, we reviewed 36 Japanese original articles using Internet questionnaire reported
through to April 2005.

Although original papers using the Internet method have been increasing in recent years, they are still
limited in number. There is comparatively much research on disease with many patients in youth and early
manhood, such as allergic ailments (allergic rhinitis, atopic dermatitis, and hives). As compared with con-
ventional methods, the advantages of the Internet approach are convenience for both investigators and
respondents and the ability to quickly collect data. The disadvantage is that the user's age range is more
concentrated. Since samples are extracted from individuals who are registered as monitors, a greater sam-
pling error may occur as compared with a random sampling method. However, it is to be expected that
continued explosive growth of the Internet would decrease the limitation in user's age. If more elderly peo-
ple participate in questionnaire studies using the web, research into more illnesses should be facilitated.

Considering the inherent advantage, it is thought that Internet method can become the leading tool for
sociomedical and clinical research in the near future.
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